






インフレ会計 は、大別すると,一 般物価水準変動修正会計 と現在原価会計に分かれる。前者
は,修 正係数 として,一 般物価指数 を使用するのに対 して,後 者 は,個 別価格指数 を使用する。
取得原価基準に基づいて作成された財務諸表をある価格指数を用いて修正す る点において,両
者は手続き的には似ている。
しかし,会 計思考か らすれば,前 者は,貨 幣価値の下落を問題 にしているのに対 して,後 者
は,個 別企業毎の個別物財の価格変動 を問題にしており,ま った く別個 の理論を構成 している。
インフレに対応する会計 を論 じる場合,一 般物価変動か個別価格変動かは,古 くから論争さ
れてきた問題である1)。
アメ リカのFASB基 準書第33号 で も,い ずれの基準 を採用すべきかについては,結 論がで
ず,結 局,原 価基準に加 えて,一 般インフレ基準および現在原価基準による情報 を補足開示す
ることが要求された2)。
しかし,そ こでは,同 時 に,主 要データについて直近5年 間の比較開示も求められたのであ
る3)。
この場合,現 在原価基準で作成されたデータであって も,た とえば,5年 間のデータをその
まま並列的に列挙 しただけであると,それぞれの数値は相互に比較できないもの となっている。
5年 間のデータはすでに各年度のインフレによって貨幣価値が異なってしまっているからであ
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る。
そこで,登 場 したのが,現 在原価/恒 常 ドル(currentcost/constantdollar)と 言 う概念で
ある。すなわち,現 在原価で作成 した財務諸表を基準年度の一般物価指数に基づいて,再 度,
修正する手続 きである。
この手続 きは,一 見難解 そうであるが,一 般イ ンフレ基準 による修正手続 と全 く同じもので
ある。
本稿は,一 般物価水準変動修正会計の手続きを解説し,そ の手続 きが実は現在原価/恒 常 ド
ル に基づ く比較財務諸表のなかでも使われていることを明 らかにしょうとしたものである。
II.一 般物価水準変動修正の方法
ホーキンズは,未 修正の財務諸表 を,一 般物価水準変動に対 して完全 に修正する方法 を 「ク
ルゼイロ株式会社」 と言 う例示会社 を使って説明 している4)。
この修正方法は,歴 史的原価基準で作成 されている財務諸表 を,イ ンフレ修正する場合に も
使 われる方法 と同じである。また,ア メリカの会社が,FASB基 準に則 って作成 した現在原価
基準 による財務諸表 を,後 年にたとえば5年 間比較表 を作成する場合に,最 新年度に再修正す
る場合 にも利用されるものである。
この 「クルゼイロ株式会社」は,著 しいインフレ経済下にあるラテン ・アメリカの会社 と言
う想定である。
(1)修 正前の財務諸表
(図表1)は,修 正前の貸借対照表であ り,(図 表2)は,修 正前の損益計算書である。いず
れ も,こ の会社の現地通貨(LocalCurrency=LC$)で 表示されている。
(2)修 正係数
修正 のために採用 される物価指数 は,各 会計年度末の卸売物価指数である。 この場合,会 計
年度 は1月1日 ～12月31日 であり,年 度末は12月31日 である。過去の年度の物価指数を,基
準年度(こ の場合は1985年 度)の 購買力等価額 に書 き換 える手数を簡略化するため,あ らかじ







1984年 お よび1985年12月31日 現在
1984年 1985年 1984年 1985年
資産 負債
現金 LC$10 LC$20 買掛債務 LC$60 LC$9c
売掛債権 100 150
棚卸資産 120 185 株主持分
固定資産(原 価) 260 280 資本金 200 200












価指数で割 り算すれば良いのである。たとえば,1985年 の卸売物価指数(1252)を1984年 の卸
売物価指数(864)で 割れば,1.45と 言 う係数が計算 される。
すなわち,各 年度の修正係数 を計算すれば,(図 表3)の ようである。
(3)貸 借対照表の修正手続
1985年 の期首(1984年12月31日)と 期末(1985年12月31日)の,こ の会社 の未修正財務
諸表 は,相 互に比較で きないものである。なぜなら,期 首 と期末の測定単位 は,時 点が異なっ
てお り,そ れぞれの購買力が異なっているからである。 これらの貸借対照表 を比較可能な もの
にするためには,双 方を共通の測定単位すなわち1985年12月31日 現在の基準 に修正 しなけれ
ばならないのである。
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(図 表3)修 正 係 数
12月31日 卸 売 物 価 指 数 修 正 係 数
1985年 … … … … …1252.0… … … … …1.00
1984・ ・・・・・・・・・・・…864.1。 。・・・・・… 一 ・。・1.45
1983・ ・… 。・・・・・・…566.5・ 。・・・・・・・・・・…2.21
1982・ … 一 ・・・・・・…420.1… 。・・… 。一 ・。。2.98
1981・ … 。。・… 一 …309.9・ ・・・・・… 。。・。・・4.04
1980。 ・・・・・・・・・・・…228.5・ ・…9… 。・・…5.48
1979・ … 。・・・・・・・…220.0・ ・… 。・・・・・・…5.69
1978・ ・・・・・… 。。・・。。174.9・ ・・・・・… 。・・…7.16
1977。 。… 。・・… 。・・。150,3一 ・・・・・・・・・・…8.33
1976・ ・・… 。・・・・・…123,2・ ・・・・・… 一 ・…10.16
1975・ 。・・・・・・・・・・…100.0。 。・・・・・・… 一 ・・12。52
ま た,1984年 と1985年 の 最 後 の4カ 月 の 物 価 修 正 係 数 は 以 下 の よ う で あ る
1984年1985年
9月 … … … … …1.63・1.17
10月 ・… ・・… … …L571.13
11月 … … … … …1.501.06
12月 … … … … …1.451.00
(図表4)正 味貨幣 資産の修正






1985年 の期末の貨幣資産 および貨幣負債は,期 末の現地通貨購買力で表示されている。しか
し,期 首の貨幣資産および貨幣負債は,1984年12月31目 すなわち1年 前の水準で表示されて
いるか ら,比 較 を可能にするためには,こ れ らを期末水準に書 き換える必要がある。
すなわち,卸 売物価指数は,864.1か ら1252.0へ と45%上 昇 したのである。
この修正プロセスは,(図 表4)の 通 りである。
② 棚卸資産の修正
棚卸資産 は,そ れぞれ仕入時における原価で記帳されている。 したがっで,厳 密に言 えば,
それぞれの原価は比較がで きない ことになる。比較可能にするためには,す べての取引を期末
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(図表5)期 末棚卸資産 の修正方 法
修正 前 修正 係数 修正後
1984年12月31日 の残高
仕入:
1984年10月 分 ・・… ・…LC$301.57LC$47
11月 分 …… …40L5060




1985年9月 分 …… …LC$251.17LC$29
10月 分 …… …451.1351
11月 分 …… …551.0658
12月 分 …… …601.0060
期末残 高… ……… …LC$185LC$198
の物価水準に修正することが必要である。
クルゼイロ株式会社の場合,棚 卸資産は先入先出法(FIFO)で 評価 されてお り最後の仕入か
ら順番 に在庫が残っていると仮定 されている。
棚卸資産をすべて,期 末(1985年12月31日)の 物価水準に修正す る方法は,(図 表5)の 通
りである。ここで使用されている修正係数は,各 取引の仕入時から1985年12月31日 までの物
価上昇 をもとに計算 したものである。詳細については,(図 表3)修 正係数 を参照。
③ 固定資産の修正
インフレによる原価 と時価の乖離が もっとも大 きく現れるのは,典型的には固定資産である。
固定資産 と'その減価償却累計額 を期末の物価水準に修正するためには,ま ずそれぞれの固定資
産の取得 日を調べる必要がある。 この例では固定資産の取得 はすべて各期の期末 に行われたと
仮定されている。
固定資産 とその減価償却累計額 は,取 得 日に該当する修正係数を乗ずることによって,修 正
が行われる。







修正前 修正係数 修正後　 　
原 価 累 計 額 原 価 累 計 額
1984年12月31日 の 残 高
各 年 度 の 購 入 額:




固 定 資 産 合 計LC$260LC$112LC$1,356LC$626
1985年12月31日 の 残 高
各 年 度 の 購 入 額:
1979年 … … … … …LC$180LC$1085。69LC$1,024LC$614
1980・ 一・… 。・・・… 。50255。48274137
1983・ ・・・… 。・・・・…2042.21449
1984・ ・・・… 。・・・・…1011.451411
1985・ ・… 。・・… 。…20-1.4520一


















*1985年 の純損失(91)は,期 首 と期末の株主持分の差額であるが,こ の金額の内訳計算
は,(図 表12)修 正後の損益計算書 に示してある。
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修正前 と修正後の比較貸借対照表を示せば,(図 表7)の 通 りである。
(4)損 益計算書の修正手続
① 売上原価の修正
売上原価の修正のためには,(期 首棚卸高+当 期仕入高一期末棚卸高=売 上原価)の 各要素を
期末物価水準にそれぞれ修正する必要がある。
修正プロセスを示せば,(図 表8)の 通 りである。
(図表8)売 上原価 の修正 プ ロセス
修正 前 修正 係数 修 正後
期首棚 卸高 …………LC$120(図 表)を 参照LC$180
+)当 期 仕入高 …………755*1.225925
一)期 末棚 卸高 ・・…・……(185)(図 表)を 参照(198)
当期 売上原価 ………LC$690LC$907
*当 期 の仕 入 は,期 中 を通 じて平均的 に行 われ た と仮定 されて い る。
したが って,当 期仕 入高 の修正 係数 は,期 首(1.45)と 期 末(1.00)
の平均値 として計算 され てい る。(1.45+1.00)÷2=1.225
② ・減価償却費の修正
(図表6)に,固 定資産の修正プロセスが示 してある。 このデータか ら減価償却費の修正に




1985年12月31日 取得分 はまだ償却しないので引 く…2020
当期の減価償却の対象 となる固定資産の合計………LC$260LC$1,356
1985年 の減価 償却費(償 却率10%)… ・…… ……・・…LC$26LC$135
③ 売上高およびその他の経費の修正
損益計算書における売上高 とその他の経費 も,取引時の価格 に基づいて計上 されているので,
期末基準げ作成される損益計算書では,こ れ らの項 目も修正の対象となる。
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売上高 とその他 の経費 は,当 期仕入 高 と同様 に,期 中 を通 じて平均的 に行 わ れた と仮定 され
てい る。
した が って,こ れ らの項 目の修正係 数 は,期 首(1.45)と 期末(1.00)の 平均 値 として計 算
されて い る。(1.45十1.00)÷2=1.225






貨幣資産(現 金 ・受取債権 ・預金など)お よび貨幣負債(銀 行借入金 ・支払債務など)は,
貸借対照表上,金 額の確定 した現地通貨額 で表示 されている。
価格水準が上昇す る場合,貨 幣資産 はその購買力が減少するし,貨 幣負債は購買力が減退 し
た現地通貨で支払うことができるようになる。
このクルゼイロ株式会社の場合は,(図 表4)の 通 り,貨 幣資産の方が貨幣負債より多 く,正
味で貨幣資産 の残高 となっている。 したがって,こ の超過部分 について,正 味貨幣項 目保有損
失が発生することになる。
財務諸表の完全な修正のためには,こ の貨幣項 目保有損益の計算が必要になる。
(図表1)修 正前の貸借対照表に計上されている貨幣資産 と貨幣負債の金額を資料 として計
算する。
(図 表11)貨 幣項 目保有損 益の計算 プ ロセス
期首残 高 期 末残高
現金 …・…… ………・… ・…………・… ・・…LC$10LC$20
受取債権 …… ……・… …・………… …一100150
支払債務 … ………… …・・………… ……(60)(92)
+)1985年 末に固定資産 を
購入するのに使った現金………… 一20
正味貨 幣資産 ……… …・…… ・…・… ……LC$50LC$98
した が って,期 中平 均の正味 貨幣資産 二(50+98)÷2=LC$74
とな る1985年 のイ ンフレ率 は45%で あ るか ら(図 表3),正 味
貨幣 資産 保有損 失 は,LC$74×0.45=LC$33と計 算 され る。
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貨幣項目保有損益の計算プロセスは,(図 表11)の 通 りである。
⑤ 修正後の損益計算書
(4)の損益計算書の修正手続では,① 売上原価の修正,② 減価償却費の修正,③ 売上高および
その他の経費の修正,お よび④正味貨幣項 目保有損益の計算 を説明 してきた。
これ らを総合すると,修 正後の損益計算書が出来上がる。












(図表7)に 比較貸借対照表 ・(図表12)に 比較損益計算書 を示してある。
この 「クルゼイロ株式会社」の場合,イ ンフレの激 しいラテン ・アメ リカにある会社 との想
定であ り,15年 間に12.5倍(図 表3を 参照)の インフレを経験 した ことになっている。
したがって,と りわけ,固 定資産の修正額が,1985年 で,LC$280か らLC$1,376と 極めて大
きい。
また,1985年 の損益計算書における当期純利益の金額では,修 正前は,LC$87で あるのに,
修正後では当期純損失LC$(91)を 計上する結果 となっている。売上原価の修正,減 価償却費




ア メ リカのFASBは,1979年 に基準書第33号 を発表 して,原 価基準,一 般インフレ修正基
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準お よび現在原価基準の3種 類の財務諸表の公表を義務づけた。
アメ リカ公認会計士協会 の調査 によると,こ の基準書第33号 に基づいて,物 価変動会計 デー
タを公表 した会社は,調 査 した600社 中,79年=326社,80年=450社,81年二459社,82年=
462社,83年=462社,84年 二455社,85年=480社 と,70～80%に 達 した と言 う5)。
この間,1984年12月 に,基 準書33号 が一部修正され,基 準書82号 が公表 された。それ によ
ると,現 在原価/恒 常 ドルによる細 く財務諸表を公表 している会社については,一 般購買力で
修正 した資料 を公表す るという33号 にはあった要請が削除されている。
しかし,1986年12月 に,基 準書89号 が公表され,33号 の要請は実質的に撤回され,イ ンフ
レ会計データの公表は,義 務か ら任意へ と後退 したのであった6)。この基準書89号 の公表 を受
けて,そ の後,物 価変動会計データの開示はほ とんど見 られな くなった7)。
(2>ゼ ネラル ・エレク トリックス社 による物価変動会計データの公表8)
ゼネラル・エ レク トリックス社は,1984年 度の年次報告書の注記24に おいて,物 価変動の影
響 を公表している。その全体を示せば,(図 表13)の ようである。
表の右側の現在原価の欄では,(1)売 上原価が棚卸資産の取替 えに必要な現在原価で,(2)減 価
償却費が固定資産の現在原価で,(3)特 別項 目が売却代金 によって証明された売却 した資産の現
在原価で,そ れぞれ書き替 えられている。GE社 の1979年 および1980年 の年次報告書にはこれ
らのデータを作成するのに使用 した方法の技術的情報 も記載 されてい るので,必 要 ならば57
ページに記載 されている株主情報部 において入手できる。
5)勝 山 進 著 「物 価変 動 会 計 の展 開 」 中 央 経済 社,平 成6年,119頁 。
6)同 書 第4章 「物 価 変 動会 計 制 度 の 後 退 」107～131頁 。
StatementofFinancialAccountingStandardsNo.82,FinancialReportingandChangingPrices:
Eliminationofcertaindisclosure,Nobember1984,para.3.
7)勝 山 進 著 同 書第4章 参照 。
8)DavidF.Hawkins,p.324.
なお,FASB基 準 書 第33号 関係 につ い て は次 を参照 。
拙 稿 『FASB会 計 基 準 書第33号 「財 務 報告 と価格 変 動 」 につ い て』 明 大商 学 論 叢 第63巻 第1号 。
林 裕 二 稿 「ア メ リカ の基 準 書 第33号 の 内容 」森 川 八 洲男 編 著 「比 較 会 計 制 度論 」所収,同 文 舘,昭 和60
年,41～53頁 。
青 木 脩 著 『時 価 主 義会 計 』,中 央 経 済社,1982年,165～168頁 。
田中 茂 次 著 『物 価 変動 会 計 の基 礎 理論 』,同 文舘,平 成 元 年,161～175。
火 原 克 二 著r物 価 変動 会 計J,森 山 書店,1984年,225～245頁 。
加 古 宜 士 著r物 価 変動 会 計 論 」,中 央経 済 社,昭 和56年,65～88頁 。
渋 谷 道 夫 ・飯 田信 夫 著 『英 和 対 照 アメ リカ の会計 実務 詳 解 』,中 央 経 済社,昭 和60年,536～569頁 。
小 島 義 輝 著 『ア ニ ュ ア ル ・レ ポー トの読 み方 一 海 外 企 業 の 財 務 分 析 』 日本 経 済 新 聞 社,1989年,
198～213頁 。
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期 末 の株 主持 分$12,573$15,774
(a)1984年 の平均 購買力 で計算 した。
GE社 は棚卸資産会計 に後入先出法を広 く利用 しているし,ま た,1984年 は比較的インフレ率
が低かったために,売 上原価の修正額は比較的小 さい。 しかし,減 価償却費の現在水準への修
正は,固 定資産 を取得 してか らの長年にわたる価格騰貴の影響が累積 されているために,比 較
的大 きい。同様 に,1984年 の特別項 目の修正 も,売 却した資産の取得以来の現在原価の累積的
'上昇分
を反映 している。
特別項目を除けば,こ れら修正データの長期的趨勢はインフレの影響 を理解する上で,少 な
くとも単年度のデータと同様に有用である。
下の表は過去,5年 間の主要なインフレ修正データを表示 した ものである。
1984年 の平 均購買力 ドルで価格 変動 の影 響 を修正 した主 要 な財務 デー タ
(単位 百万 ドル:1株 当 りは ドル)
19841983198219811980
売上高$27,947$27,949$28,524$31,110$31,469




期 末 の株 主持 分15,77416,04316,02516,09016,281
個 別GE社 の価格上 昇の
一 般物価 水準超過 額(b)547592584803246
その他 の情 報
正 味貨 幣項 目の購 買力損 失112845296249
1株 当 り配 当金2.051.961.801.791.87
期 末 の1株 当 り株 価5660513138
平 均消費 者物価指 数(都 市 部
消 費者物 価指 数(1967=100)311.1298.4289.1272.4246。8
(a)特 別損失は,1984年 の現在原価に基づく利益にのみ影響 している。1984年 の特別損失を
含めた純利益 は,1,279ド ル,1株 当り純利益は,2.82ド ルであった。
(b)1984年12月31日 現在,期 末 ドルによる棚卸資産の現在原価は,5,704百 万 ドル,固 定
資産のそれは,9,095百 万 ドルであった。1984年 の平均購買力で計算 して,一 般インフレ
か ら生じたと思われる上昇分は,個 別GE社 の現在原価の上昇分 よりも表に計上 した金額
だ け多かった。その他の年度についても同 じパターンが見 られる。
(3)「 般物価水準変動修正会計の応用
前項の(図 表13)で,ゼ ネラル ・エ レク トリックス社 による物価変動会計データに関す る注
記の開示例 を示 した。その中に,「1984年 の平均購買力 ドルで価格変動の影響を修正した主要な
財務 データ」の5年 間比較表が掲載 されているが,こ れ らのデータは,も ともと,各 年度 に各
年度の現在原価に基づいて作成 された財務諸表を,も う一度,基 準年度の恒常 ドルによって修
正 しなおしたものである。 これは,「 現在原価/恒 常 ドル(currentcost/constantdollar)」 基
準 と言われる。それに対 して,各 年度にもともと作成 された現在原価 に基づ く財務諸表 は,「現
在原価/名 目 ドル(currentcost/nominaldollar)」 基準 と呼ばれる。
(4)現 在原価/恒 常 ドル基準による書 き換えの手続 き
現在原価/恒 常 ドル基準による書き換 えの手続 きは,「2一 般物価水準変動修正の方法」で示
した もの と全 く同 じである。
FASBの 基準書第33号 も,5年 間比較表においては,各 年度の現在原価財務諸表を同一の購
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買力基準 に修正することを要求 している。
通常,基 準年度 は一番新 しい年度が選択 される。
Hawkinsに 従って,簡 単な例で,こ の修正手続 きを示してお く9)。
1984年1985年1986年　 　
現在 原価 現 在原価 現在原価 現在原 価 現在 原価









度)は 名 目ドルは基準 ドル と等しいから再修正の必要はない。
IV.お わ りに
以上,Hawkinsの 説明を手掛 かりに,一 般物価水準変動修正会計の手続 きとそめ応用につい
て見てきた。
一般物価水準変動修正会計の手続 きは,単 純 に各年度の数値にそれぞれの修正指数を乗 じれ
ば,良 いのであった。
本稿では,貸 借対照表および損益計算書の修正手続 きについて詳細 に検討 してきた。すなわ
ち,貸 借対照表関係では,① 正味貨幣資産,② 棚卸資産,③ 固定資産の修正手続 きを示 した。
また,損 益計算書関係では,① 売上原価,② 減価償却費,③ 売上高等,④ 貨幣項 目保有損益の
修正手続 きをを検討 した。
インフレ会計について語 るとき,一 般物価水準変動修正会計 と取替原価会計は,し ばしば全
く対立する2つ の理論 として説明されている。2つ のインフレ会計理論その ものについては,
まさしく,そ の通 りである。
FAslB基 準書第33号 にしたがって作成された,ゼ ネラル・エレク トリックス社の物価変動会
計データ(3節 の(2)で紹介)で は,基 準書に則って,「 歴史的原価 に基づ くデータと現在原価に
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基づ くデータ」とが併記されていた。また,基 準書第33号 にしたがって 「主要な財務データの
5年 間の推移」.も記載されている。
そこには,比 較可能性 を保持するために,過 年度に現在原価 に基づいて作成 された各データ
が再度,一 般物価水準変動比率 を用いて,最 新年度の物価水準 に修正するという手続きが採用
されていたのである。 この再修正の手続 きは,本 稿の2節 で詳解してきた,一 般物価水準変動
修正会計 の手続 きに他ならないのであった。あた りまえのことであるが,現 在原価 に基づ くデー
タで も,時 間が経過すれば,過 去の ものとなり,時 系列的な比較可能性 を保持するためにはそ
の後 の一般物価水準変動 に応 じて再度 修正する必要があるのであった。
、
